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 このような事態が明らかになったことから，センターは仙台市に早急な収入超過者問題への対応を

促すため，４月17日に仙台市住宅政策課／市営住宅管理課と意見交換会を行いました。私たちの理を

尽くした主張にも関わらず，市の対応を覆すには至りませんでした。収入超過者問題を解決するため

の主な論点を示します。 

（１）収入超過者に割増家賃を課すのは事実上の追い立ててあり，住宅被災者の生活
再建を支援すべき被災自治体の住宅政策のあり方に背いています 

１）仙台市は，収入超過者に割増家賃を課すことに追い立ての意図はなく，所得の高い人に応分の負担

求めるものに過ぎないと主張しています。しかし，収入超過者は応能応益家賃制度にしたがって，

本来家賃においてすでに応分の負担を行なっています。すなわち，本来家賃の基礎となる家賃算

定基礎額は，政令月収に累進的な家賃負担率を乗じて求められており，収入超過者は，本来家賃に

おいて収入基準以下の入居者よりもより大きな負担割合の家賃が課されています。一方，割増家

賃を課す根拠は公営住宅法第 29 条であり，これは３年以上継続居住する収入超過者に明け渡し

努力義務を課し，連動して割増家賃を課すべきことを定めています。すなわち，割増家賃は退去を

促すためのものであって，それ以外の解釈が生じる余地はありません。 

表 政令月収と家賃算定基礎額（公営住宅法施行令第２条第２項） 

収入分位 政令月収 家賃負
担率 

家賃算定基礎額
（円） 

Ⅰ 0～10％ 104,000 円以下の場合 15.0% 34,400 

Ⅱ 10～15％ 104,000 円を超え、123,000 円以下の場合 15.5% 39,700 

Ⅲ 15～20％ 123,000 円を超え、139,000 円以下の場合 16.0% 45,400 

Ⅳ 20～25％ 139,000 円を超え、158,000 円以下の場合 16.5% 51,200 

Ⅴ 25～32.5％ 158,000 円を超え、186,000 円以下の場合 17.0% 58,500 

Ⅵ 32.5～40％ 186,000 円を超え、214,000 円以下の場合 17.5% 67,500 

Ⅶ 40～50％ 214,000 円を超え、259,000 円以下の場合 
18.0% 

79,000 

Ⅷ 50％～ 259,000 円を超える場合 91,100 

２）家賃割増は，収入超過者の中でもより所得の低い世帯においてより過酷です。例えば，最も所得の

低い第５階層は，最終的に 1.8 倍から２倍を超えるものとなります。第５階層の家賃算定基礎額

は，政令月収に対し家賃負担率17％として設定されました。したがって最終家賃の家賃負担率は

最大40％近くに達し，明らかに適正負担率を超えており，退去せざるを得なくなるのは明らかで

す。現実にも追い立て以外の何物でもありません。 

 なお，最も収入の高い第８階層の家賃増は，概ね 18％から 40％であり，最終家賃の政令月収

に対する家賃負担率は22～25％程度となります。 


